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○ 2015年（平成27年）に約538万人であった北海道の人口は、2045年には約400万人になると推計されている（25.6%減、総人口に占める北
海道の人口は、2015年の4.2％から2045年は3.8％に低下）。

○ 北海道の年少（0～14歳）・生産年齢（15～64歳）・高齢者（65歳以上）人口の割合を見ると、一貫して高齢者人口の割合が増加し、生産年
齢人口が減少する。合計特殊出生率は全国よりも低位で推移。

○ 計画策定時（平成28年3月）における将来人口推計（※推計対象は平成22年以降。）と、実際の人口推移を比較すると、実際の人口推移
の減少幅が緩やかになっている。

１ 北海道の人口・経済の状況
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○ 2015年と2045年の将来推計人口を北海道内６圏域別に見ると、最も高い減少率は道南圏（▲42.4％）、最も低い減少率は道央圏
（▲19.8％）となる（道央及び十勝を除く４圏域の減少率は35％を超える大幅な減少率となっている。）。
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１ 北海道の人口・経済の状況

注：2015年は国勢調査値を使用
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○ 全国のGDPは平成21年度以降は増加しており、北海道も平成22年度以降は緩やかに増加しているが、北海道のGDP成長率（実質）は、
全国平均を下回る年度があり、経済回復の動きは弱い。北海道のGDP（実質）の対全国シェアは、この10年間で微減で推移。

３

１ 北海道の人口・経済の状況

出典：内閣府「2018年度国民経済計算（2011年基準・2008SNA）」
北海道「平成29年度(2017年度)道民経済計算」

ＧＤＰ成長率（実質）の推移（全国・北海道）ＧＤＰ （実額）の推移 （実質：全国・北海道）
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H28災害発生

○ 平成28年8月の北海道豪雨では、４つの台風が上陸・接近し、記録的な豪雨による甚大な被害が発生した。国内最大の食料供給基地で
ある北海道の農作物被害は543億円にのぼり、農産物価格の高騰は国民の生活に大きな影響を及ぼした。

○ 平成30年7月豪雨、令和元年台風19号など、全国各地で大規模な災害が頻発した。今後、さらに気候変動等による災害リスクが拡大する
中で、計画的に安全度を確保・向上させることが求められている。

大雨による主な被災箇所

石狩川水系空知川 堤防決壊（南富良野町）

農作物ごと土壌が流出 （芽室町）

○ 北海道に4つの台風が上陸・接近
○ 各地で記録的な大雨

・ 89地点＊で月の降水量の１位を更新 ＊アメダス225地点中

○ 各地で河川氾濫し、人的被害等が発生
○ 道央～道東の人流・物流が長期間分断

＜大雨の概要＞ ＜被害の状況＞

国道274号 日勝峠8号目付近盛土崩壊 （清水町）

国道38号 太平橋 橋台背面洗掘（南富良野町）

野塚峠観測所
(開発局データ)

累加雨量1,427mm

日勝峠観測所
(開発局データ)

累加雨量927mm

戸蔦別川上流観測所
(開発局データ)

累加雨量895mm

串内観測所
(開発局データ)

累加雨量888mm

アメダス降水量分布 （気象台データなど）台風第7,11,9,10号累計 （平成28年8月16日～31日）

円／kg

＜農業被害が全国に影響＞

被害状況（H29.3北海道災害検証委員会資料)

出典：北海道ＨＰ
平成28年8月から9月にかけての大雨等災害に関する検討報告書

○ 農業にも甚大な被害
・ 農地浸水や農業施設被災に加え土壌流出・ 土砂堆積が発生
・ 農作物被害：37,445ha、543億円

○ 全国の農産物価格に直結
・ にんじんの価格が例年の２倍

全国主要卸売市場野菜の価格推移H27-28比較（８～９月）
出典：農水省ＨＰ 青果物卸売市場調査(日別)

8月 9月
（日）

（ ）

注：掲載した地図は、必ずしも、我が国の領土を包括的に示すものではない。

２ 計画策定後の北海道開発を取り巻く状況の変化
（１） 平成28年8月北海道豪雨

４

北海道でも時間雨量30mmを超える短時間雨量が約30年前の約２倍に増加

【気候変動による影響】

気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）の第５次評価報告書では、２１世紀までに中緯度
の陸域のほとんどの地域で、極端な降水がより強く、より頻繁となる可能性が非常に高いこ
とが示されている
また、全国ブロックを対象としたＤＡＤ解析によると、北海道地方では降雨量が概ね1.4倍程
度となっており、全国でも気候変動の影響が特に大きい

道内アメダス100地点当たりの時間当たり30mm以上の降雨発生回数
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○ 北海道胆振東部地震では、経験したことのない最大震度７を観測し、多くの人命が犠牲となった。大規模な土砂災害、家屋の倒壊、道路
の陥没、北海道全域の停電等ライフラインの寸断などがあり、戦略的産業である「食」「観光」などが大きな打撃を受けた。今後も懸念される
大規模自然災害を見据え、防災・減災、国土強靱化が求められている。

○ 巨大地震の切迫している日本海溝・千島海溝沿いの地震・津波等への対応が必要。北海道では、特に冬期に巨大地震・津波が発生した
場合でも被害を最小限に抑える対策が必要。

２ 計画策定後の北海道開発を取り巻く状況の変化
（２） 北海道胆振東部地震、日本海溝・千島海溝沿いの地震・津波

令和元年12月11日時点において被害額は1,145億円
(1)農地・農業用施設への土砂堆積や損傷（580億円）
(2)林地の大規模崩壊や林道の損傷（475億円） (3)農作物等の被害（ 85億円）

２．被害の概況

(1)土砂災害発生状況 227件
(2)土砂災害危険箇所964箇所の点検結果、応急的な対応が必要な箇所は,厚真町22箇所及びむかわ町，日高町,平取町の

各1箇所の合計25箇所
(3)日高幌内川において大規模な河道閉塞が発生

３．農林水産関係の被害状況※5

４．土砂災害の状況※3

(1)観光施設の被害 253百万円
(2)宿泊施設のキャンセル 1,149千人泊 (3)観光消費影響額の推計 約356億円

６．観光への影響※4

５．液状化被害の状況
・札幌市清田区里塚地区では、昭和50年代初頭の開発行為によって埋められた盛土造成地が被災（約2m沈下）
・液状化による土砂の流出や地盤沈下などにより，約100棟の家屋が被災※3

(1)人的被害※4,※6 死亡44人、重傷51人、中等傷8人、軽傷726人
(2)建物被害 住家被害※4：全壊 479、半壊1,736、一部損壊22,741

非住家被害※2：全壊1,165、半壊1,325、一部損壊 3,751
(3)住民避難（最大） ※4 避難所数：128市町村、768箇所 避難者数：累計16,649人
(4)ライフライン（最大)※4 電気 295万戸、水道 施設被害による断水 7市町、24,826戸/停電による断水 39市町村、43,509戸
(5)道路通行止め（最大） ※4 国道4路線4区間、道道14路線20区間、高速道路4路線6区間
(6)鉄道（最大） ※4 在来線・新幹線全面運休

※1：内閣府 ；平成30年北海道胆振東部地震に係る被害状況等について，平成31年1月28日15時現在
※2：平成30年北海道胆振東部地震災害検証委員会；平成30年北海道胆振東部地震災害検証報告書（令和元年5月），平成31年3月31日現在
※3：国土交通省；平成30年北海道胆振東部地震による被害状況等ついて（第28報），平成31年1月28日14時現在
※4：北海道 ；平成30年北海道胆振東部地震による被害の状況について，令和元年9月5日現在
※5：農林水産省；平成30年北海道胆振東部地震の被害状況，令和元年12月11日現在
※6：令和元年6月30日北海道新聞朝刊

(1)発生日時
平成30年9月6日 03:07

(2)震源及び規模（暫定値）
震源地：胆振地方中東部
規 模：ﾏｸﾞﾆﾁｭｰﾄﾞ6.7
震源の深さ：37km

(3)各地の震度(震度6弱以上)
震度7 厚真町 震度6強 安平町、むかわ町
震度6弱 札幌市東区、千歳市、日高町、平取町平成30年北海道胆振東部地震の

震源地周辺における震度分布

○ 北海道胆振東部地震の状況

１．地震の概況※1

○ 切迫する日本海溝・千島海溝沿いの地震・津波

厚真川流域の斜面崩壊状況 液状化による家屋被害

＜北海道胆振東部地震の被災状況＞

５

根室沖から
色丹島沖及び択捉島沖

Ｍ８程度 Ⅲランク

千島海溝の17世紀型
Ｍ８．８程度以上 Ⅲランク

十勝沖
Ｍ８程度 Ⅱランク

北海道北西沖
Ｍ７．８程度 Ⅰランク

青森県西方沖
から

北海道西方沖
Ｍ7.5～7.8程度

Ⅰランク

【Ⅲランク、Ⅱランク、Ⅰランク、Ⅹランクのいずれも、
すぐに地震が起こることが否定できない】

出典：地震調査研究推進本部HP

凡 例

Ⅲランク（高い）：30年以内の地震発生確率が26％以上

Ⅱランク（やや高い）：30年以内の地震発生確率が3～26％未満

Ⅰランク：30年以内の地震発生確率が3％未満

ランクの算定基準日は２０２０年１月１日

※ランク分けに関わら
ず、日本ではどの場
所においても、地震に
よる強い揺れに見舞
われるおそれがある

【千島海溝の17世紀型の地震例】
17世紀：十勝沖から根室沖

【千島海溝の過去のM8程度の地震例】
1843年：根室沖
1894年：根室沖
1952年：十勝沖
1973年：根室沖
2003年：十勝沖

超巨大地震（M8.8程度以上）や巨大地震（M7.8～8.5程度）等の地震の発生
が切迫している。特に北海道では、冬期にはマイナス20度を下回る低温や積

雪、風雪、流氷などにより応急・復旧活動が妨げられ避難生活が困難になる
など被害の増大が想定される

冬の避難の様子
（昭和27年 十勝沖地震）
資料提供：浜中町役場

流氷等により破壊された家屋
（昭和27年 十勝沖地震）
資料提供：浜中町役場



○ 我が国においては、感染が拡大している状況を鑑み、「新型コロナウイルス感染症対策本部」が令和2年1月30日に設置され、北海道にお
いては、2月28日に緊急事態宣言を発出 (3月19日終了)。4月7日に、新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく緊急事態宣言を国が
発出し、７都府県について緊急事態措置を実施すべき区域とした後、4月16日には、全都道府県を緊急事態措置の対象とした（5月25日全
面解除）。

○ 感染症の拡大が国内外経済に甚大な影響をもたらしている中、まん延防止を第一としつつ、社会経済活動との両立を図ることが課題。

北海道内の発生状況 (6月8日現在)

国内の発生状況 (6月8日現在)

新型コロナウイルス感染症緊急経済対策

３ 今後の北海道開発に大きな影響を与えうる事象等
（１） 新型コロナウイルス感染症の拡大

出典：厚生労働省HP

出典：内閣府ＨＰ 「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」
（令和2年4月7日閣議決定※同年4月20日変更の閣議決定） より抜粋

世界経済の見通し (WEO) による最新の成長率予測

６

出典：国際通貨基金 (IMF) 「2020年4月「世界経済見通し (WEO) 」」より抜粋

出典：北海道HP
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H25.3
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1月： 1.1％減
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H28.3

「明日の日本を支える
観光ビジョン」策定

3月：93.0％減

4月：99.9％減

○ 令和２年４月の全国における訪日外国人旅行者数は、前年同月比99.9％の減となり、また、令和２年４月の新千歳空港における国際線
利用者数についても、前年同月比100％の減となった。5月も新千歳空港の国際線の全便運休が継続している（5月23日現在）。

○ 宿泊予約については、70％以上減少と回答した施設は、令和２年２月は２％程度であったが、４月は86％まで大幅に増加。
○ 景気の現状判断ＤＩ、先行き判断ＤＩは、令和２年４月に全国・北海道ともに大幅に悪化。日本のクレジットカード購買額をみると、令和２年

１月後半から４月前半にかけて、旅行 (92％減) 、宿泊 (75％) 、外食 (61％) などが大幅に減少。

全国における訪日外国人旅行者数の推移

出典：経済産業省「第3回産業構造審議会成長戦略部会資料」

出典：国土交通省「新型コロナウイルス感染症に伴う関係業界の影響に
ついて」より抜粋

新型コロナウイルス感染症に伴う宿泊業界の影響調査

日本の消費者の購買行動

出典：国土交通省東京航空局「管内空港の利用概況集計表」から北海道局作成
注：平成31年4月～令和2年4月は速報値

３ 今後の北海道開発に大きな影響を与えうる事象等
（１） 新型コロナウイルス感染症の拡大

出典：内閣府「金融政策、物価等に関する集中審議資料」より抜粋した資料に北海道局が一部追記
注：DI（Diffusion Indexの略)

新千歳空港国際線利用客の推移

７

出典：日本政府観光局「訪日外客統計」から北海道局作成
注：平成31年1月～令和2年2月は暫定値、令和2年3月、4月は推計値

2020年4月（北海道）
現 状：8.3(▲7.4)
先行き：14.9(▲6.3）

景気の現状判断DI・行先き判断DI
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○ 北海道新幹線札幌延伸

・アジア地域初の開催となり、AT好適地として
の北海道を世界に向けてプロモーションする絶
好の機会

・海外富裕層を中心とするAT旅行者の増加
による経済効果などが期待される

①東京2020オリンピック・パラリンピック (北海道開催)
・陸上競技 (マラソン／競歩) (札幌大通公園および市内中心部)
・サッカー (札幌ドーム)

②冬季オリンピック・パラリンピック競技大会札幌招致 (2030年)

○ 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会等

○ アドベンチャートラベル・ワールドサミット

アドベンチャートラベル（AT）（※）の国際的な
団体アドベンチャー・トラベル・トレード・アソシ
エーション（ATTA）が主催し、世界中のアドベン
チャートラベルの関係者が一堂に会する国際会
議で、2021年の札幌での開催が内定している。

東京2020オリンピック・パラリンピックを契機に、国内外にスポーツツーリズム
としての北海道の認知度を向上させ、合宿誘致や冷涼な気候を活かしたス
ポーツツーリズムなどの新たな魅力による誘客を推進することが期待される

北海道新幹線札幌延伸による経済波及効
果は、道央圏が最も大きいが、他の圏域に
おいても生産が誘発されるほか、交流人口
の増加による効果が見込まれる

（※）アドベンチャートラベル（AT)：アクティビティ、自然、異文化体験の3要
素のうち、２つ以上で構成される旅行スタイル。北米を中心とした欧
米圏で発達したツーリズムの一つ
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内
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託

３ 今後の北海道開発に大きな影響を与えうる事象等
（２） 北海道の飛躍に向けて

８

○ 北海道内７空港運営委託

出典：国土交通省「北海道内７空港特定運営事業等の優先交渉権者選定に係る
客観的評価結果等の公表について」

各空港の特性や課題、潜在的旅客需要を踏まえ
て、７空港を①グローバルゲートウェイ、②広域ゲート
ウェイ、③地域ゲートウェイとしてそれぞれ位置付け。
世界の観光客を魅了し、観光流動を道内各地に拡大

ウ
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業

出典：北海道「北海道総合計画の推進状況と今後の展望」より抜粋

出典：北海道「北海道新幹線札幌延伸による経済波及効果調査事業の概要」

出典：北海道「北海道におけるアドベンチャートラベルの取組について」

出典：日本政府観光局HP

経過地 北斗市、厚沢部町、八雲町、
長万部町、黒松内町、蘭越町、豊浦
町、ニセコ町、倶知安町、仁木町、赤
井川村、余市町、小樽市、札幌市

駅 新函館北斗駅、新八雲 (仮称) 駅、長
万部駅、倶知安駅、新小樽 (仮称) 駅、
札幌駅

出典：国土交通省「全国の新幹線鉄道網の現状」より抜粋

【今後、北海道で開催される予定のイベント等】


